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経済厚生の測定と所得分配を
　　　　　めぐる問題点
嶋　村　紘　輝
I　は　じ　め　に
　経済厚生をどのように測定するかということは，理論的にも実証的にも，多
大な関心が払われてきた問題である。基本的には，消費者余剰の概念を用いて
厚生効果を計測する方法が，一般に広く受け入れられているが，これまで，消
費者余剰の概念は，性質上部分均衡の枠組みにのみ限定して適用されるもので
あると考えられていた。それ故，経済変化が多数の財の価格に影響を及ぼすよ
うた場合には，経済厚生の適正な測定は困難視されてきたのであ孔
　しかし，最近の研究の進展により，一般均衡の枠組みの中に消費者余剰の概
念を拡張することが可能になり，しかも，均衡の調整過程に依存しない厚生の
測定法が考え出されるに及んだ。このような利点を有する方法が，ミクロ経済
理論を裏付けにして，いかに導出されうるかを次節において示す。さらに第皿
節では，この補償変化法と呼ばれる経済厚生の測定法の本質と応用的側面を明
らかにするため，例を提示して実際に補償変化を導く試みがなされる。
　ところで，経済変化が一人の個人にのみ効果を及ぼす場合とか，杜会が一人
の消費者から構成されている単純な場合には，補償変化が正であることは経済
厚生の増加を意味しよう。だが，複数の個人からたる杜会については，各個人
の補償変化の総和を杜会的判断の尺度とする従来の応用厚生経済学の方法は，
果たして適当と言えるのであろうか。この方法の背景にある杜会厚生関数はど
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のようなものであるかを考察するとともに，最適性と公平の間に存在する矛盾
を指摘することが，第w節の目的である。
　次に，補償変化の総和と補償テストに関する間題点が，第V節において検討
される。個人問効用比較を回避し，杜会の有効性に注目することを正当化する
ものとして，補償テストが考えられてきたわげであるが，ここではまず，補償
テストを厚生基準とする場合の所得分配上の難点を明らかにする。続いて，最
近の問題提起を踏まえ，各個人の補償変化の総和と補償テストの間には一意的
な関係は存在しないことを示す。したがって，補償テストに厚生上の基盤を求
め，所得分配への効果を無視することは認められるべきではない，という結論
を得る。最後に，第VI節で，杜会厚生の判断を行なう際，所得分配への配慮が
必要である点を強調する。
　以下において考察される諸間題は，それぞれ重要かつ大きな課題であり，簡
単に論議し尽されるべき性質のものではない。ただ本稿では，できるだけ最近
の研究を土台にLて，応用厚生経済学全体の観点から，散在する問題点を体系
的に探り出そうと意図しているのである。
lI　経済厚生の測定方法
　政府プロジェクト，租税あるいは独占等が生産物や生産要素の価格に影響を
与える場合，それらを経済厚生の観点から判断するためには，実質的にはすべ
ての研究が，消費者余剰や生産者余剰の概念に関連してきたと言っても過言で
はない。マーシャルによって，r消費者がある特定量の財に対して支払うこと
を辞せぬ最大額から，実際に支払う額を差し引いた分」として定義される消費
者余剰を，通常の需要曲線と価格によって形成される三角形の大きさで計測す
る試みがなされてきたのである。Lかしながら，経済変化にもとづく消費老の
効用変化を貨幣所得の変化として捉えるために，消費者余剰の概念を用いるこ
とに対Lては，従来，次のような批判がなされた。すなわち，消費者余剰は本
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質的に部分均衡観念であり，問題とされる財・用役以外の価格も変化するとき
には，経済厚生を測定する尺度としては不適当である，と考えられた。この点
に対しては，ことに最近，Harberger［9，10，11コ，Mohring［15コ，Si1berberg
［19コ，Bums［4コ，Boadway［1］等により，多数の価格が変化する一般均衡の
枠組みにも，消費者余剰の概念は拡張されうることが示されている。
　だが，一般均衡の枠組みの中で等価変化（equiValent　VariatiOn）によって
消費者余剰を考察する場合には，通常，経済厚生の値は均衡から次の均衡への
調整経路に依存する，という別の間題が生じる。ωしたがって，たとえ最終的
な価格が同一になるとしても，異なる価格調整経路を辿るならば，同じ効用変
化に対して異なる評価額が付される結果にたってしまう。このような経路依存
性の問題を回避するためには，所得の限界効用が一定であるという条件が満た
されなければならないことが知られている。②
　それ故，一般均衡の枠組みに適用可能であると同時に，所得の隈界効用一定
という隈定的な仮定を加えることなく，経済厚生の値が価格の調整経路に独立
な測定方法が望まれることになろう。かかる利点を備えた経済厚生の測定方法
が，補償変化（cOmpensating　variation）による消費者余剰の把握である。
補償変化とは，一般に，r価格変化による消費老の効用変化をちょうど相殺す
るに必要た所得の変化」と定義される。いま，消費者が購入する財の価格が下
落したとすれば，消費者の効用水準は上昇する。この場合，新しい価格のもと
で，価格変化前と同一の効用水準を実現するよう，この消費老から取り去るこ
とのできる最大の所得額が補償変化になる。逆に，価格が上昇し，消費者の効
注（1）Hicks［12］によれば，等価変化とは，「価格の変化によってひき起こされるのと
　　同じ効用の変化をひき起こすような，当初の価格状態で生じる所得の変化」（安井・
　　熊谷訳，追加禰論A，39べ一ジ）と定義される。
　（2）本稿においては経路依存性の問題には立ち入らないが，この問題に関しては，例
　　えぼ，Mohring［15，特にpP．355－359］やSilberberg［19］を参照。
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用が減少する場合には，補償変化の大きさは，効用水準を価格変化前と同じに
するために必要た消費者への最小の支払額，によって表わされる。倒以上の定
義からも推察されるように，補償変化によって経済厚生を測定する場合には，
消費者が同一の効用水準に留まるという仮定のもとで，特定の価格変化に対し
て一意的な所得変化を見い出すことが可能になるのである。
　それでは，補償変化の概念を用いた場合，価格変化に基因する経済厚生の変
化は，どのような形で表現されるかを検討することにしよう。このため，ある
一人の消費着が〃種の財，Xク，を消費する経済を想定し，この消費者の効用関
数を　σ…σ（X。，X。，・・一，X冊）　と表わす。財の価格をP也，貨幣所得を”
で示すと，ラグラ＝■ジニ関数
　　　　工…σ（X1，X2，……，X刑）十λ（〃一ΣP屯X｛）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t！1
から，効用極大化の1階条件
　　　　∂σ　　　　菰一・R－O・1－1・2……・刎　　　　　　（1）
　　　　〃一ΣP．XF0　　　　　　　　　　　　　　（2）
　　　　　　｛＝1
が求められる。そして，（1）と（2）についてのヤコービア＝■がゼロではないと仮定
すれば，〃種の財に対する需要関数
　　　　X｛＝乃｛（P1，P2　．．．．．一，　1〕胴，1〃），クニ1，2，．．．．．．吻
を導くことができ，これらX1をσに代入すれば，間接効用関数
　　　　7＝γ（Pユ，P。，……，P柵，〃）
が得られることは周知の通りである。
注（3〕補償変化の概念を正しく理解するためには，勿論，Hicks［12，13コが基本的なも
　　のであるが，後述するように，この概念はコスト・ベネフィット分析の中心概念で
　　もあることからして，コスト・ベネフィヅト分析の基本文献（例えば，Mishan
　［14］）も有益であろう。
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　さて，なんらかの経済的変化のために第1財の価格が変化した結果，他財の
価格も変動すると仮定しよう。〃種の財の新しい価格をP・1，P・’，一・・，P冊’で
表わせぱ，補償変化ば17（P。，P。，……，P加，ハの…γ（P。’，P。’，……，P祀1，〃）
を成立させるような所得の変化，〃L〃，ということになる。より具体的な補
償変化の表現を見い出すため，MOhringによって展開された方法にもとづき，
まず，第1財の価格変化が消費老の効用水準に与える全効果を考えると
　　　　6σ　　弛∂σ　6x｛　　　　酉＝蟹菰酉
になる。ωこの式に効用極大化条件（1）を代入すれば
　　　　且一λ虹坐　　　　　　　　　　（・）　　　　6P1　｛・1　6P1
を得る。所得が調整されて，消費者は価格変化後においても変化前と同一の効
用水準を達成するものと仮定すれば，∂σ／6P・＝o　である。また，消費着が
飽和点に到達していない隈り，所得の限界効用は正と見なしうるから（λ＞O），
結局，価格変化による効用水準の変化をちょうど相殺するように所得の調整が
なされた場合には，（3）式より
　　　　油逃一〇　　　　　　　　　　（・）　　　　仁・6P1
が成立する。
　次に，消費者の予算制約式”＝ΣRX｛を第1財の価格P、について徴分
　　　　　　　　　　　　　　　　｛＝1
すれば
　　　　焦ξ唯・（ム・磯・……・ム紫）　（・）
が導かれる。消費者が同一の効用水準に留まるよう所得が変化させられるとき
には，（5）式の右辺第1項は，（4）式によってゼロでなげればならないから
注（4）MOhring［15］の第I節では，P1のみが変化する場合が扱われているが，本稿で
　　は，他財の価格も波及的に変化する一般的なケースを考察する。
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　　　劉、一疋・堵・……・鴫　　　（・）
を得る。それ故，所得の補償変化は
　　　〃一〃一／淋十唯・……・ム猪）犯　　（・）
として表わすことができる。さらに，（7）式に変数置換を行なうことによって，
補償変化は次のような一般的な形で表現される。一副
〃一〃一1二二X・批・1ζX挑・…・…lZふ肌
　　　≡1二Σx朋
（??
特に，第1財の価格P。のみが変化し，他財の価格は不変のときには，（6）式
は
劉σ一ム （9）
とな乱つまり，第1財の価格が変化した場合，消費老を同じ無差別面に留ま
らせるに必要な所得の変化率は，第1財の消費量に等しくなければならない。
これより，所得の補償変化は簡潔に
　　　〃一〃一1二二・・犯　　　　　　　⑩
とLて表わすことができる。それ故，消費老にとってγ（P。，P。，……，P柵，”）
と17（P．1，P。，……，P蜆，”）を無差別にするために要する所得の変化は，補
償需要曲線の左側の面積に等しくなる。
　以上の分析から，一般均衡の枠組みにおいて消費者余剰を所得の補償変化に
ょって捉える場合には，経済厚生の値は積分経路に依存することなく求められ
ることがわかる。補償変化を計測するため価格の調整経路に注意を払う必要は
注（5〕同様な表現は，Silberberg［19コの⑩式，Bums［4］の（9）式，あるいはBoadway
　［1］の（6）式に見られる。
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なく，最終的な価格についての情報があれぼ足りるのであ私ある価格変化に
対して一意的な所得変化を対応させることが可能になる結果，租税や政府プロ
ジェクトの導入，あるいは価格統制や独占的価格に，経済厚生の変化を関連さ
せることは意義あるものとなろう。また，補償変化を導出する際，所得の限界
効用は正と仮定されただけであり，一定とする必要はない点にも留意すべきで
ある。さらに，第1財の価格のみが変化する場合には，他財に対する消費者の
需要曲線がどのように変化するかは，経済厚生の変化を考察するには問題とな
らない。⑩式が示すように，たんに第1財の補償需要曲線の左側の面積を計測
することによって，消費著の厚生の変化を求めることができるのである。
皿　補償変化法の例示
　前節においては，所得の補償変化の概念を用いて，経済厚生はどのような形
で測定されうるかを考察した。この補償変化による測定方法の本質を一層明確
にするとともに，その応用的側面を示すため，次のような例を考えてみること
にする。‘6〕
　いま，ある一人の農夫が自らの労働と固定的な土地を使用して，食料を生産
する場合を想定する。労働投入量をw，食料の産出量をγで表わせば，農夫の
生産関数は
　　　　γ≡久珊，■＞0，グ”＜O　　　　　　　　　　　⑪
と書くことができる。農夫は自家消費分Fを除き，生産した食料を価格Pで販
売し，その収入で衣料Cを購入すると考えれば，農夫の予算制約式は
　　　　C＝P（γ一F）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑫
になる。さらに，農夫の効用は衣料と食料の消費量および余暇工に依存すると
注（6）本節で考察される例は，ミネソタ犬学経済学部E・Foster教授によつて提示さ
　　れた課題の一つであり，補償変化の本質を認識する上で有効な素材を提供するもの
　　と考える。
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仮定すれば，効用関数は
　　　　σ＝σ（0，夙Z），σ壱〉O，σ批く0，タ＝C，珂Z　　　　　　　　　　　　㈹
で示され私なお，農夫にとって所与の利用可能な時間数をτとすれば，余暇
は
　　　　Z＝τ一1V　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑭
によって規定されよう。
　このような状況のもとで，食料の価格変化にもとづく農夫の効用変化を相殺
するような，r余暇の補償変化」はどのように表現されるであろうか。始めに，
間題の要点を図の上で理解するため，⑪，⑫，⑭の3式から得られる制約式
　　　　C＝P［1（τ一Z）一1］　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑮
が示す消費可能面を描くと，第1図のようになる。したがって，食料の価格が
衣科（C〕
Pf（T）
Pf
B　　余呵呈（L）
一P正（。）
　　　　A
食糾の白家澗費分（F〕
第1図
上昇するときには，消費可能面はA点とB点を固定したまま上方へ動くので，
より高い無差別面と接することになろう。反対に，食料の価格が下落する場合
には，消費可能面はA点とB点を基点にして下方へ回転するため，より低い無
差別面との接点が新しい均衡点になる。かかる農夫の効用の変化を相殺する余
暇の補償変化を求めることが，当面の課題なのである。2次元の平面図を使っ
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て再述するならば，衣料の価格が上昇すると，余暇一衣料平面上に投影された
消費可能曲線は，第2図のBD曲線からBD’曲線のように右上方へ回転する。
　　　　　　　　衣料（C）
D一
D　　　　　　H　EI
　　　　　　　　E
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　余暇（L）　　　　　　　　　O　　　　　　　　　　　G　B
　　　　　　　　　　　　　　　　第2図
その結果，消費可能曲線と無差別曲線の接点はE点からE’点へと上方移動する。
それ故，BD1曲線を元の無差別曲線と接するまで平行に下方移動させることに
より（第2図では，H点が接点），余暇の補償変化は横軸上でBGの大きさに
よって表わされる。
　では，余暇の補償変化の一般的な表現を求めることにしよう。農夫は制約条
件樽のもとで，⑱式で示される効用を極犬にしようとするから，ラグラソジェ
関数
　　　　G≡σ（0，珂工）十λ［C一β戸（τ一一乙）十P亙］
より，効用極大化の1階条件
　　　　肌十λ＝O
　　　　σ〃十λP＝0
　　　　乙「工十λ1うr1≡0
　　　　0一冴（τ一工）キ〃≡0
が得られる。衣料の価格が変化したときの農夫の効用の変化は
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1031
86
　　　　∂σ　　　　∂C　　　　6F　　　　6工　　　一＝σo一十σF一十σ五一　　　　6P　　　　”D　　　6P　　　　6P
とLて表わされるので，同一の無差別面に沿っての動きに関しては
　　　　　6C　　　∂F　　　犯　　　σ・万十σ亙万・肌万一〇
が成り立つ。上式のσo，σF，σエに1階条件を代入すると
倫・唯W岳）一・
になるが・仮定により衣料の隈界効用λは正であるから，結局，価格変化後も
同一の効用水準を実現するよう調整されるときには
　　　　6C　　6F　　　肌　　　万十P万十研万一0　　　　　　　⑲
という関係が成立する。
　さらに，制約式⑮をPについて徴分した後，整理すると
　　　岳一歩［（券・P筈・〃告）イ（H）・F］　㈹
を得る。ところが，衣料の価格が変化したとき，農夫の効用を同一水準に保つ
よう全蒔閻数τを調整する場合には，⑯式が成立するので，これを考慮すると，
⑰式から
　　　釧、一舌［一∫（τ一工）・・1　　　　⑱
　　　　　　＿　1（〃）一F
　　　　　　　　　　冴’
が導かれる。ωつまり，衣料の価格が変化したとき，農夫の効用を不変にする
総時問数の変化率は，食料の販売量を労働の隈界価値生産物で除Lた値にマイ
注（7）農夫にとって所与の，利用可能な時間数を変化させることは，一見Lて奇妙に思
　われるかもLれない。しかL，所得の補償変化において，消費者にとってパラメー
　ターである所得が補償のために調整されることを想起すれぱ，容易に納得できるで
　あろう。
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ナスを付したものに等しく底る。故に，⑱式より，衣料の価格がPから1〕’へ変
化する場合の余暇の補賞変化は
一1二1（紫ア〃 ⑲
という形で表現される。
　次に，以上と同じ状況のもとで，衣料の価格変化に伴うr衣料の補償変
化」はどのように表わすことができるか考えてみよ㌔そのため，補償された
衣料τを
　　　　C＝P［1（T－jV）一Fコ十C
で定義する。この制約条件を衣料の価格Pについて徴分し，整理すれば
箸一一［∫（τ一〃）一ア1・（岳・・景・〃券）一げ筈
を導くことができる。効用水準が一定に保たれるよう衣料の量が調整されると
きには，⑯式より，上式の右辺第2項の括弧内はゼロにな乱また・利用可能
な時間数は，今度のケースにおいては固定されたままであるから，右辺の最終
項もゼロになる。それ故，本質的には前節の（9）式と同様な
　　　　制、一一［∫（τ一・）一ア1
　　　　　　　E一［1（1V）一F］
が得られる。すなわち，価格変化後，農夫に同一の効用水準を達成させるに必
要な衣料の変化率は，食料の販売量に負を付した値に等しくなければならな
い。ただここでは，価格の騰貴だよって効用水準が上昇するため，マイナスが
付与されているのである。上式より衣料の補償変化は
一1二［1（w）一・1” ⑳
となる。
⑲式と⑳式を比較すると，二つの測定尺度は非常に類似していることがわか
る。余暇の補償変化の場合には，補償された時間が労働投入として生産活動に
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向けられるならば，その隈界生産物の価値ば冴1になるため，〃1で除されて
いるのである。したがって，生産と消費の相互作用を考慮すれば，⑲と⑳は，
実質的には同じ補償変化を表わすものと理解されよう。
w　厚生の繕和と所得分配
　これまで，経済厚生を補償変化の概念を用いて測定する方法と，この補償変
化法のミクロ経済学的問題への応用を考察してきたが，実は，そこには重要な
単純化のための仮定が置かれていたのであ孔つまり，消費着にしろ農夫にし
ろ，一人の個人からなる経済杜会が想定されていたのである。このような場合
には，個人の経済厚生の変化が即杜会全体の厚生変化になるわげである。例え
ぼ，補償変化により計測された個人の厚生が増大したときには，杜会の経済厚
生も増大したことを意味するので，かかる結果をもたらす経済変化は杜会的に
望ましいと判断できよう。
　Lかしながら，二人以上の個人から杜会が構成されている場合には，効用の
個人間比較の問題が生じるため，もはや事態はそう簡単では底くなる。個人A
にとって利益となる一方，個人Bに対しては不利益をもたらす経済変化は，杜
会全体としてはどのように判断されるべきであろうか。まず，伝統的にいかな
る方法が用いられ，どのように判断されてきたかを見るため，次の引用文を提
示しておくことにする。㈲
　Boadway［1コにおいても引用されていることであるが，Harbergerは，伝
統的な応用厚生経済学の枠組みを構成する三つの基本公準の一つとして，「あ
る措置（プロジェクト，計画あるいは政策）の純便益または費用を評価する
場合には，通常，関違するグループの各構成員に生じる費用と便益を，それら
がどの個人に帰結するかということには関係なく，加算すれぼよい」という仮
注（8）Ha工be㎎ef［11コ，P■85およびMishan［14］，P・317から引用する。
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説を挙げている。また，Mishanは，補償変化（以下，慣例に従ってCVと略
すこともある）を「ある経済変化の後に個人が受げ取るカ㍉あるいは支払うか
すれば・その個人を変化前と比べよくも悪くもしないような貨幣額」と規定す
る。そして，殊にコスト・ベネフィット分析において広く許容されている杜会
利得基準を，次のように要約している。r一般には，経済変化の結果不利にな
る人も有利になる人もいるので，……正数の合計である利得老のCVを，負数
の合計である損失者のCVに加えるのがよい。その代数和が正になれば，利得
老は損失者を補償して余りあり，変化は潜在的なパレート改善をもたらすであ
ろう。他方，この和がゼロまたは負ならば，当面の経済変化は潜在的なパレー
ト改善をもたらさないであろう」と。以上の引用の中には幾つかの問題点が含
まれており，それらを検討することが本稿の残された課題なのである。
　まず，経済的な変化のために有利となる利得者と不利になる損失者が発生す
る一般的なケースでは，利得の総計と損失の総計がブールされ，その総和によ
って経済変化を杜会的に判断するという方法が採られてきたことが，引用文か
ら推察される。この方法に。従うと，種々の代替的なプロジェクトが考えられる
ときには，補償変化の総和が最も大きいプロジェクトが，杜会的に望ましいも
のと判断されることになろう。また，利得と損失の総計が正になる政策の変更
は，利得者は仮設的に損失者を補償でき，しかも以前より良化しうるという潜
在的なパレート有効性の意味からして，杜会的に望ましい変化と見なされる結
果になろう。
　このように，単なる利得と損失の総計によって経済変化を杜会的に判断する
ためには，ある特定の形の杜会厚生関数を前提にしなげればならない。つまり，
個人の効用を単純に加算する形の厚生関数が念頭に置かれているのである。各
個人の効用と厚生を同一視し，効用はすべて金額表示されるとすれば
　　　　SW＝S〃（σ1＋σ2＋……十σ冊）　　　　　　　　　　　　　　　　㈲
という形の杜会厚生関数が前提になっていると言えよう。‘9〕この加算型厚生関
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数においてぼ，各個人に生じる利得や損失は全て同じウェイトで敢り扱い，個
人間に利得や損失がどのように分配されているかは問題とされたい。換言する
と，所得分配面は無視し，各個人の厚生の総和を最大にすることが杜会的に最
適である，という思想に裏付けられているのである。
　すなわち，各個人の効用の総計を最大にすることを杜会的に望ましいものと
する方法は，功利主義の伝統に従うもので，杜会的判断や所得分配の不平等の
測定，また種々の所得分配状態の評価を行なう際，広く経済学の分野において
用いられてきた。ω例えぼ，Da1tOnがr各個人の経済厚生が加算可能であり，
所得と厚生の関係がすべての個人について同一の場合には，経済厚生は一定の
所得が均等に分配されるときに最大になる」と述べている点は，かかる功利主
義に基づいているものと理解される。ωただ，とかく看過されがちな間題点は，
各個人の厚生の総和を最大にすることは，必然的に好ましい所得分配をもたら
すものではないという点である。上記のDaltOnの指摘から推察されることで
あるが，すべての個人が同一の厚生関数を有するという特別の仮定のもとで，
最適性と公平は両立する。
　以上の論点は，Senによって示されている簡単な図を用いて明確にでき乱胸
AとBの二人に分配される所得総額は，第3図のA　Bの大きさで表わされ，A
とBの厚生はそれぞれ自らの所得のみに依存すると仮定しよう。まず，各所得
水準について双方がまったく同じ効用を得るとすれぼ，AとBの限界効用曲線
ぽ同じ形態をとり，それぞれaa’およびbb1によって描かれる。この場合，杜
注（9）コスト・ベネフィヅト分析と杜会厚生関数の関連性については，Dasgupta－Pea－
　rce［6］，chaps－1－3に数多くの示唆に富む指摘がみられる。
　Φ◎　Sen〔18］，p．15
　ωDalton［5］，P．349．他に一つだけ例を挙げると，Tinbergen［20，chap．7］の最
　　適所得分配モデルにおいては，各個人の厚生関数の加重平均である杜会厚生関数の
　　最犬化が試みられている。
　⑫　　Sen，0クーα；た，pp，16＿18．
1036
91
bI
1≡’
　　　　　　　　A　　　　　　　　　　　　　　C　　　　　　　　　　　　D　B
　　　　　　　　　出丘折＝Sen工1呂〕，　P．17．
　　　　　　　　　　　　　　　　第3図
会厚生は限界効用が均等するときに最大になるから，最適性のためには，所得
をC点で均等にAとBへ分配すればよい。その結果，AとBの得る厚生の大き
さは四辺形AaECとBbECになり，各人の厚生の均等化という意味での公平
も達成される。次に，個人Bの隈界効用曲線はAの隈界効用曲線の半分の高さ
であり，第3図のbb’で描かれるとしよう。この場合，もし所得が均等に分配
されるとすれぼ，Bは四辺形BbFCの厚生を得るにすぎず，Aの厚生はBの
厚生を上回る。従って，公平のためには，AからBへの所得の移転が必要なの
である。これに反し，最適性のためには，杜会全体の厚生はD点で最大になる
から，BからAへの所得移転が要請されることにたる。それ故，Aは四辺形
AaGDの厚生を享受する一方，Bは四辺形BbGDの厚生を得るにすぎたくな
ってしまう。
　これまでの考察から，各個人の厚生の総和を杜会厚生基準とする方法は，各
個人の厚生の相違に配慮を欠いている点で，所得分配面から不満足なものであ
ることが明らかになろう。厚生の総和の最大化という有効性のみに注目して杜
会的判断を行なうときには，貧老の厚生の犠牲のもとで富者の厚生を増大させ
る経済変化も，望ましいと見なされる可能性がある。遡こ，たとえ富者の犠牲
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によって貧者の厚生が増大する経済変化でも，所得分配への考慮が払われない
ならば，有効性の観点から杜会的に望ましくないと評価されることにもなる。
　　　　　　Y　コスト・ベネフィット基準と補償テスト
　ある経済変化によって利得者と損失者の双方が発生する場合，各個人の厚生
の総和を杜会的判断の尺度とする方法が用いられているわけであるが，前節で
は，この方法の背景にある杜会厚生関数と所得分配面におげる難点について検
討した。勿論，応用厚生経済学老は前述の所得分配上の問題点を認識していな
いと言うのではない。むしろ，厚生の総和と補償テストの間に一意的な関連性
があると考え，もっぱらパレート有効性の概念に頼り，所得分配への効果を無
視することを正当化してきたと言うべきであろう。この点は第1V節（p・89）に
挙げたMishanの引用文に端的に現われている。
　つまり，利得者の補償変化の総計が損失者の補償変化の総計を超過し総和が
正のときには，仮設的に利得老は損失者を補償することができ，しかも利得者
の状態は良化しうると見なされている。このことは，補償変化の総和が正のと
きにはカルドア≡ヒヅクスの補償テストが満たされる，という暗黙の了解がた
されていることを意味している。換言すると，全体としての厚生が正になる場
合には，自動的に補償テストが満たされるとL，結局，潜在的なバレート改善
の概念を杜会的判断の基準にしているのである。以上のように，補償テストに
厚生基盤を求めている実践的手法の一つがコスト・ベネフィット分析であるが，
一般にそこでは，パレート最適の概念を留保することによって個人間効用比較
を回避し，所得分配の側面を杜会的判断の要素から除去する試みがなされてき
たと考えられる。しかしながら，補償テストをコスト・ベネフィット分析の基礎
とすることに対しては，大別すると二つの批判があると思われる。第1は，補償
テストを厚生基準とすることへの従来からの批判である。第2は，最近認識さ
れるに到ったコスト・ベネフィット基準と補償テストの関連性への疑問である。
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最初に，厚生の総和と補償テストの間には一意的な関係があるものとし，第
1の問題点に若干触れておく。補償テストを杜会厚生基準とすることの適合性
については，厚生経済学やコスト・ベネフィット分析の文献の中で論じられて
いるので，ここでは要点のみをまとめておげば十分と思われる。㈹補償テスト
の根本的な難点は，その仮設的な性格にあろう。パレート改善の場合には，あ
る人の状態は良化し他の人は以前と同じ状態に留まるので，このような変化を
拒否する動因は大きくないかもしれない。しかし，補償テストが依拠するのは
潜在的なパレート改善であり，有利になった利得者から不利にたった損失者へ
実際には利得の再分配は実施されないのである。Lたがって，潜在的なパレー
ト改善は，多くの人々が損失老となったり，貧者の状態が悪化したりする状況
をも内包することになる。実際の補償がなされない限り，損失者は変化前の状
態より悪化しており，現実にはパレート改善はなされていないのである。この
ように，潜在的なバレート改善の概念においては，経済変化の結果，所得分配
が実際どのように変化するかについての配慮が欠如していることは，重大な欠
陥と言える。さらに，カルドア＝ヒックスの補償テストには，シトフスキー・バ
ラドックスが生じうるという周知の難点があるが，本稿の目的からして，この
問題に立ち入る必要はないであろう。
　それでは，第2の問題点に移ることにしよう。厚生の総和が正のときにはカ
ルドア＝ヒックスの補償テストが満たされ，反対に，負のときには補償テスト
は満たされないということは，最近まで広く認められていた見解である。しか
しながら，この一般的な見解に対して，Boadwayは，たとえ補償テストを厚
生基準として受け入れるとしても，厚生の総和が正であることによって補償テ
ストが満たされるとは言えたい，と論じている。さらに，FOsterによって，
注㈹　例えぱ，Mishan［14，chap．46］やDasgupta・Pearce［6，chap・2コにおいては，
　　補償テストをコスト・ベネフィヅト分析の厚生上の基礎にすることに対する適切な
　　批判がなされているo
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Boadwayの議論を精密化する試みがなされている。ω論点を整理するため，ま
ず，Fosterが示した次の三つの厚生基準を挙げておこう。
　コスト・ベネフィット基準：ある政策変更について，各々の消費者の所得の
補償変化（CV）を測定せよ。そして，すべての消費老に関する総計が正ならぽ，
その変更を受け入れよ。
　強補償テスト：ある政策変更について，新しい状態が元の状態よりもパレー
トの意味で優越になるように，変化後の産出物が再分配されうるならば，その
変更を受げ入れよ。
　弱補償テスト：ある政策変更について，新Lい状態が元の状態よりもパレー
トの意味で優越になるように，資源の再分配を伴いつつ変化後の購買カが再分
配されうるならば，その変更を受け入れよ。
　すなわち，強補償テストはカルドア＝ヒックスの補償テストであり，産出物
の構成の変化は認めない。他方，弱補償テストは産出物の構成の変化を認める
サムエルソソの補償テストを意味している。胴
　このように規定された厚生基準にもとづくならば，Boadwayの定理は，rコ
スト・ベネフィット基準は強補償テストめ必要条件ではあるが，十分条件では
ない」と言い換えることができる。㈹BoadwayはScitovskyによって用いら
れた図（Scitovsky［17コ，Figure2・Diagram2）にもとづいて，この定理を証
明している。加えて，「コスト・ベネフィット基準は弱補償テストの必要条件
ではない」という点が，図形により例示されている。閉かかるBoadwayの展
開を始点にLて，Fosterは「コスト・ベネ7イット基準は常に強補償テスト
注⑭　かかるコスト・ベネフィット塞準と補償テストの関係についての重要な考察は・
　Boadway［1，2］とFoster［7］において展開されている。
　φθ　Samuelso口［16］．
　⑲　Boadway［1コ，p．933．
　⑰　Boadway［1コ，PP・936－937・
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の必要条件であるが，消費者の価格が限界変換率と乖離していたい場合には，弱
補償テストの必要条件でもある」ということを立証した。以上の如く要約され
た論点を全て詳細こ再述する必要はないが，FOsterの定理は，コスト・ベネ
フィット基準が弱補償テストの必要条件とたりうるための状況を明示している
点で重要と思えるので，その証明の概略を簡潔に示しておく。胸
　そのため，個人6の初期の消費ベクトルをX｛1（6＝1，2，……，刎），新しい消
費ベクトルをX也雪で示す。また，X｛1と無差別で，新しい消費者の価格ベクト
ルPと適当な所得のもとで選択されるであろう消費ベクトルをX也3で表わそ
う。つまり，新しい価格のもとで，　σ・（X也3）＝σ也（X｛1）を最小費用で成立さ
せる消費ベクトルがX｛3である。総消費は，Xj＝ΣXまによって示される。さ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛
らに，X1を通るシトフスキーの等高線によって下に有界な集合をSで表わす。
3は初期の配分xユよりもパレートの意味で優越になるように分配された総消
費ベクトルの集合を意味する。このような状況においては，各人の補償変化は
　　　　C篶＝P（X｛里一X丑3）
となり，各消費者の補償変化の総和は
　　　　Cγ＝ΣC乃≡p（X2－X茗）
によって表現される。したがって，コスト・ベネフィット基準は
　　　　1〕（XLX畠）＞0　　　　　　　　　　　　　　　⑳
になる。
　さて，強補償テストはX2∈8と同値であるから，これより即座に，⑳式が
成立することがわかる。故に，コスト・ベネフィット基準は強補償テストの必
要条件なのである。
　しかし，コスト・ベネフィヅト基準が弱補償テストの必要条件であるためには，
次の仮定が要求される。（i）変化後の生産可能集合ρは凸であり，X2はそ
5主⑪8　Foster［7コ，PP，353－355．
l04工
　96
の境界上に位置する。（ii）価格ベクトルPはX2におげる生産の限界変換率を
表わ丸第4図を参考にすれば，証明は容易であ孔弱補償テストはX4∈Sと
X…
X’
X1
Q　　　　　　　　　　　　Xヨ
　　　　　　　咄所：Fo昌ter［7〕，p．354．
　　　　　　　　　　　　　　　　第4図
なる点X4が集合Qの中に存在することを意味するから，これよりP（X4－X3）
〉O．だが仮定から，1〕（X2－X4）〉Oが導かれるので，結局㈲式を得る。故に，
上記の仮定のもとでは，コスト・ベネフィット基準は弱補償テストの必要条件
になる。
　以上を要約すると，コスト・ベネフィット基準は補償テストの十分条件では
ないが，強補償テストの必要条件である。また，価格に乖離がたい場合には，
弱補償テストの必要条件になる。したがって，経済変化の結果，利得者と損失
老の両方が生じるときには，ΣCγ＞0によって補償テストが満たされると解
釈することはできない。また，補償テストを受げ入れるとしても，それは一般
に，補償変化の総和が正になることを意味しないのである。いまや，補償テス
トそれ自体の欠陥をぬきにしても，コスト・ベネフィット分析は補償テストに
厚生上の基盤を求めることはできないと結論できよう。
　　　　　　　w　所得分配への配慮一むすびに代えて
　消費者余剰の概念は，単一市場のみならず多数財の価格が変化するケースに
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まで拡張され，一般均衡の枠組みの中で，経済厚生の測定が可能になりつつあ
る。例えぱ，一般均衡モデルを用いて，課税の経済厚生上の損失を計測する試
みも見られる。
　だが，経済厚生の測定を目的とする研究の多くは，所得分配面に十分な考慮
を払っていないのが現状と言える。応用厚生経済学，とりわけコスト・ベネフ
ィヅト分析においては，一般的に，経済変化せこもとづく便益あるいは費用が護
に帰属するかに顧慮せず，各個人の利得および損失の総計の夫きさを基礎にし
て，その経済変化を判断する方法が採られてきた。したがって，この方法によ
ると，低所得者の犠牲のもとで高所得着の状態を良化するプ目ジェクトでも，
補償変化の総計が正であるならば採用される結果になろう。低所得者への再分
配政策が実施されないかぎり，この種のプロジェクトが所得分配の観点からす
べての人々によって容認されるはずはない。それ故，プロジェクトがいかなる
所得分配上の効果をもつか，明示的に考察する必要がある。さらに，補償変化
の総和を厚生尺度とすることの正当性を，補償テストに求めることはできない
と立証されている以上，潜在的なパレート改善の概念に頼り，個人間効用比較
を回避し続げることは許容しえないであろ㌔
　以上の視点から，各個人の効用を集計する前に，各人の利得と損失になんら
かの分配上のウェイトを適用する方法が考えられる。各個人に付されるウェイ
トをα・で示せば，この場合の杜会厚生関数は，⑳式に代わり
　　　　sw＝α〃十α毘σ。十・∵…十α珂σ冊　　　　　　　　⑳
という形によって表わされる。これまで考察されてきた厚生基準は，⑳式にお
いて，各個人のウェイトを同一とした特殊の場合，α。＝α。≡……≡απ，なので
ある。
　但し，各個人の分配上のウェイトをどのように決定したらよいかは，容易な
問題ではない。実際・遇去の政府プロジェクトで使用されたウェイトや限界税
率を用いる試みもなされているが，盗意的という批判は免れない。また，意思
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決定者が自らウェイトを決定・選択てきる場合には，Buchanan［3，P．60］の
警告にみられる如く，「厳密に客観的に観察可能な大きさに固執しないときに
は，科学的な正確さをその推定値に望むことはできない」であろう。極端な場
合には，意思決定老を含む特定グループに有利なウェイト付けがなされる危険
すらある。したがって，コスト・ベネフィットの分析老は，あるブロジェクト
に関し種々の分配上のウェイトを考え，その分配面の帰結についての情報を提
供することを任務とすべきであろ㌔そして，ウェイトの選択は，例えば政治
的な意思決定プロセスによってなされなければならないと思われ私
　また，各個人の選好の強さを示す補償変化を，単純に集計した値を杜会の選
好尺度とする方法では，現在の所得分配状態を反映し，貧者に不利となる判断
がなされる傾向にある。つまり，ある経済変化に対する評価額は現在の所得分
配に依存するため，補償変化の犬きさで表わされる富者の貨幣投票は，貧者の
貨幣投票をしのぐことになりやすい。その結果，所得分配の現状を前提にする
ならば，富者にとって好都合なブロジェクトが採用されるというバイアスが生
じてしまう。この点を是正するため，⑳式において，高所得者に小さなウェイ
トを付L，逆に，低所得老のウェイトを大きくする方法が考えられる。これは，
全体の厚生の和こ占める高所得老の多大な影響力を縮小させて，杜会的な判断
を行なうことを意図するものである。最後に，Foster［8コに見られるように，
r今日の所得分配と価格にもとづいて補償変化を計測すると同時に，好ましい
所得分配と価格にもとづいて補償変化を計測し，この双方について，コスト・
ベネ7イット基準が満たされる場合に，当面のプロジェクトを受け入れるのが
よい」という興味ある考えもあることを付言しておく。
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